研修出張様式１

研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　南山苑　　　　　　　　　職　種　　　　　氏　名　　小向由紀

	期　　間　　平成　29年　10月8.9　日　

	出張目的　全国の集いＩＮはちのへ　へ参加するため

	出 張 先　八戸市

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜全体考察＞
　八戸で開催される全国大会であったが、残念なことに各会場では参加状況にばらつきがあったものの全体的には少なかった。
　在宅ケアを支える診療所、が主催でもあるためそこへ勤める方や利用している各事業所がもう少し参加し、在宅生活を継続するためのヒントを得るための多くの議論がなされたのではないか、と感じた。
　高齢になり様々な疾患を発生していく中で、開業医だけ、総合病院だけ、という医療の関わり方は変えていかなければならない時に来ている。介護保険が多職種で展開していくように、医療も多職種で、各職種の枠を超えて展開してかなければならないのであろう。
　今回のテーマで多かったのは、「口から食べる」ことと「看取り」の問題である。自然の摂理ならば食べられなくなれば、最期に向けた準備期間である。だが、現在の医療や福祉はその準備を認めず、出来うる限りのことをやってしまう。どう最期を迎えるのか、の各個人の準備も必要だが、施設での最期を迎えさせるための準備、つまり看取りにどう向き合っていくか、を考える時期に来ていると考える。
　肺炎治療のための絶食は、その後の嚥下機能低下をきたし易い。絶食にしないような口腔ケア、肺炎治療を求める考え方もあれば、食べさせるから（無理をして）誤嚥を起こすのだ、何も必要だと言われているカロリー量（1500Ｋcal）はとらなくてもよい。という考え方もある。どちらがその方にあっているのか、検討を重ねて、考えて治療方針等を考えなくてはいけない。それがＡＣＰ（アドバンスケアプログラム）に繋がるのかもしれない。もちろん施設・医療機関の方針の理解も必要である。延命治療を望まないのに最先端の施設に搬送しては、何のために？との疑問が出てくる。ＡＣＰの考え方が浸透していけば、本人の望む生活を送ることが出来るのかもしれないが、介護保険のケアプランとの違いをどう区別していくのか、が悩むところである。
　超高齢社会になり、人口減少で支える人数が減っていく。そんな中であふれる高齢者をどのように地域で、病院や施設ではなく在宅で生活を支えていくのかが今後の課題である。解決するためには各自が枠を超え柔軟な考え方や取り組みが必要なのかもしれない。団地をまるごと一つの家庭、と考えて思い切ったケア展開をする事業所、施設の枠を飛び越え、信ずるがままに行動していくＤｒや事業所、細やかな情報発信をもとに多くの開業医との連携や、そこから枝分かれして介護事業所とも繋がっていくＤｒ。さまざまである。取り組みは様々なれど、考える根っこは、「高齢者が住みやすい社会」であると信じたい。

＜研修要旨＞
１日目
大会長講演：今を生きる世代とこれからの世代のために
はちのへファミリークリニック　院長　小倉和也氏
　2025年を目前に控え、老いても障害があっても住み慣れた場所で自分らしく最期まで生活するための環境づくりが急務となっている。また、少子化についても解決策を考えていかなければならない。
　社会を支える人材を確保することと、これからの世代が希望を持って生きられる社会を実現すること、すなわち子育てや介護をしながら働く世代が希望を持ちながら生活できる地域社会を築くことが、これらの課題を乗り越える全ての対策の基本となると考える。
（考察）
　上記のようなテーマをもとに、在宅ケアのネットワークが広がり毎年全国大会を開催するに至っている。単に自宅で生活するだけではなく、必要な医療と福祉を受けながら生活するのである。何が必要で、何が足りていないのか。充足させるにはどうすればいいのか。常に考え、行動していかなければならない。スタッフ達の奮闘の発表の場でもあり、今後へのさらなる一歩でもある。

基調講演・メインシンポジウム
地域共生社会を目指して
　座長：長縄伸幸氏（特定医療法人フェニックス　理事長）
　　　　桑原由次氏（ＮＰＯ法人在宅ケアを支える診療所・市民全国ネットワーク　理事）
　　演者：菅原健介氏（株式会社　ぐるんとびー　代表取締薬）
　　シンポジスト：野崎伸一氏（厚生労働省　政策企画室）
　　　　　　　　　苛原　実氏（ＮＰＯ法人在宅ケアを支える診療所・市民全国ネットワーク　会長）
　　　　　　　　　久保敏隆氏（青森県健康福祉部　次長）
　＜菅原氏による講演＞
　菅原氏が居住する藤沢市にあるＵＲ都市機構「パークサイド駒寄」団地に小規模多機能型居宅介護を開設。団地は家族、という単位の生活やＱＯＬを楽しく、面白くする可能性のある「器」である。
　団地を「まち」ととらえ、「目の前で困っている人はコト」に、いち自治会員として「住民視点」でともに悩んでいる。団地の中での困ったことには団地内の職員が協力して取り組んでい行く姿勢。
　事業所のほか、代表の住まい、職員の住まい、高齢者の住まいをハウスシェア、という考え方をもとに共生している。事業所には、乳幼児あり、学童あり、高齢者あり、職員あり。職員は子連れ出勤を行っている。
　認知症の高齢者が、職員の乳児に食事を食べさせている。１日中外を歩き回る利用者には８時間訪問を行う。「死んでもいいからプールに入りたい」という希望には、病院・プールを説得する。
　上記のような姿勢で、本当に本人が望んでいること、を探り出しその実現のために取り組んでいる。
　会社名の「ぐるんとびー」は、演者が学生時代を過ごしたデンマークの、意識改革・教育改革に大きな影響を与えた哲学者・教育者・詩人の「ニコライ・Ｆ・グルントヴィ」に由来している。
（考察）
　「正しいを疑う」「常識を変える」これらが菅原氏の考え方である。失敗する権利もあるのだ、と。
団地のフロアに事業所を開設。これだけでも聞いたことがないのに、自身の住まいだけではなく、職員の居住。高齢者と職員のルームシェア。子連れ出勤。８時間訪問。時間を守れない、と最初にお断りしておく、など、衝撃的な内容の事業所である。年寄りが赤ちゃんの面倒を見る。子供が薬局や買い物に付き添いをする。もしかしたら、かなり昔の日本では当たり前だったのかもしれない。時代の流れ、環境や家族構成の変化などによりこれらが、あえて「取り組み」をしなければできない社会になったのかもしれない。真似をすることは難しいことばかりだが、国が進めようとしている、認知症や高齢者は出来るだけ地域で暮らす、という施策の実施には多くのヒントがあるのかもしれない。
　他シンポジストからは、行政における高齢者をめぐる施策が説明された。人口減少の中で「地域共生社会」により目指すものは何か。本人の意思に基づく尊厳ある地域生活を支える。丸ごと繋がり暮らしと地域社会の継続を支える。地域における実践を応援するボトムアップ。
　掲げるものは立派である。実現のために努力が必要である。

ランチョンセミナー：支えるからパートナーとしての認知症支援～多職種連携から見えてくるもの
　座長：紺野広氏（八戸赤十字病院　副院長）
演者：紺野敏昭氏（岩手県西北医師会認知症支援地域ネットワーク代表
　　　　　　　　　医療法人館　こんの神経内科・脳神経外科クリニック　院長）
認知症の早期発見と、早期の治療とケアの介入が進行の抑制だけでなく、本人・家族にとってのベネフィットが大きいことが明らかになっている。認知症の人を支えるにはケア・介護との連携が不可欠であり、投薬による効果はケア・介護が上手く機能し始めて最大の効果が得られることをしっかりと認識すべきである。医療行為とケア・介護は車の両輪として有機的に機能させる必要があり、さらには認知症の人とともに生きる社会の実現が求められている。
診察をするなかで、認知症の方や家族からは「一緒に見ていきましょう。一緒に考えていきましょう」という言葉が、安心感を生んでいる。また、認知症の方は「はいはい、わかった」というごまかしは嫌だ。けんかになっても、言い合いになってもいいから、きちんと自分の発言を受け止めてほしい、との声も聴かれる。
サポーター：この言葉は上下関係がある
パートナー：対等・平等である
上記の考えにより、紺野氏は「パートナー」という考え方を実践している。
　（考察）

　認知症の症状経過を、具体的な言葉でわかりやすく表現し説明していた。わかってはいるが、説明の仕方しだいで、非常にわかりやすかった。また、イギリスでの認知症患者への支援方法が取り上げられ、在宅で生活を続けて行く為にどんな支援（ツールやその内容）が必要なのか、日本との違いを感じた。イギリスの訪問するスタッフは、自信をもって医師への助言について述べている。日本の訪問看護では、ここまで断言はできない。薬を決めるのは医師なので、「この薬を追加して」というのはタブーである。国によって、スタッフの資格や役割も変わる。
　岩手県の中の演者の地域の医療の特性があり、その中で役割を決め、開業医の指導育成を行い、点でしかなかった医療の役割を線でつなぐことが出来ている。大きな苦労があったとは思うが、実践している。
実践交流会　「新しい試み」より4題聴講
　・スカラーシップを利用し受け入れから３年目を迎えて～フィリピンからの留学生の受け入れ後の振り返りと今後について～
　　　職員や留学生自身にアンケートを取り、当時の状況や思いなどを聴取している。受け入れ準備としては、英語の準備が大変だった。日本語を多少は話せるが、専門用語を説明するのが難しい。日本語学校と仕事の両立、半日勤務での継続は大変だったとのこと。

・在宅患者に対する高齢者総合評価（ＣＧＡ）と予後との関連の検討
　　　２年間で４０名のデータ解析で、数としては少ないのかもしれない。今後もデータを蓄積しての研究発表を期待したい。

・二日町診療所の風景
　　　３６５日無休。診療用の無料巡回送迎バスがあり、個人送迎も行っている。これにより、家族が付き添えない場合も受診をすることが出来ている。専門外来の実施や、ＮＳは隣の「老人アパート」での経管栄養の実施などのケアも行っている。業務が幅広く、高齢者にとっては暮らし易い・利用しやすいのかもしれない。
・特養併設の外来専用診療所の開設
　　　計画的に準備をし、開院している。開設準備予算は４００万円。検査機器を一切おかず、初年度は４５万円の黒字経営だった。診療所を開設することにより、在宅サービスの幅も広がり、法人内の在宅サービスの活性化につながった。

（考察）
　　４題ではあるが、多岐にわたる「新しい取り組み」を聴講し、今の自分たちと比べ違うこと、取り入れることが出来るのか、を考えていきたい。
　　実践交流会全体としては、現在の取り組みや今後取り組むとしていることが発表されていた。来年の介護報酬改定や、２０２５年問題など地域包括システムを構築していく中での、在宅ネットワークの構築や実践、あり方を探る、などのテーマが多く、今後の当事業所の運営の中での参考となるものもあると感じた。
市民公開講座より　「老衰に医療をどこまでするか」
　座長：竹本照彦氏（青森県保健生活協同組合あおもり協立病院・協立クリニック）
講師：石飛幸三氏（社会福祉法人世田谷区立福祉事業団特別養護老人ホーム芦花ホーム　医師）
講師は消化器外科、血管外科の医師として最先端の医療を担っていた。その後、１１年前より現施設での勤務を開始している。
今までの経験の中で考えた「人生の最期の迎え方」について講演を行っている。病院で管だらけになり最期を迎えるのか。本人の思い、残される家族の思い、にどう向き合うのか。
「老衰」とはどのような状態なのか。人生の最終章における医療の役割、看護、介護の使命とは。
講師は、「平穏死」という言葉を考え主張している。意味は、我々人間にはまだその一部しかわかっていない生命の深淵を、高々人間の考えた物資文明のあだ花、単なる延命治療で頑張れせることが意味をなさないのであれば、それをしなくても責任を問われるべきではないという主張である。
人間最期は余分なものを捨てて、捨てて、軽くなっていく。
ホームでの看取り事例でも、１日1500キロカロリー摂取、という考え方を捨て、無理に食べさせない。ということを実践し、肺炎を減らし、静かに最期を迎えることが出来るケースが増えている。
（考察）
現在の医療、高齢者ケアに対しての問題提起とも捉えることが出来るような内容であった。１日に必要なカロリーを摂取させるために、「食べさせなければならない」という考えに取りつかれ、無理に食事介助を行い、誤嚥性肺炎を起こしてしまう。そして嚥下不良のため、胃瘻あるいは経管栄養へと続いてしまう。管だらけにせず最期を迎えたい、というのは誰しもの望みである。だが、その実現には、施設側・本人・家族の皆の思いを聴き取り、同じ目標に向かっていく、ということが必要である。「死」についての考え方は様々であるため、個別性を持ち対応していくことが重要である。在宅だけではなく、施設での看取りも考えていかなければならないことは痛感した。
２日目
シンポジウム「病院と地域包括」
　座長：太田秀樹氏（医療法人アスムス　理事長）
　講師：千田一喜氏（国立研究開発法人国立長寿医療研究センター　
在宅連携医療部・臨床研究企画　室長）
　　　　今　明秀氏（八戸市立市民病院　院長）
　　千田氏の長寿医療研究センターにて
　在宅医療支援病棟をオープンしている。医師・患者の登録を行い、登録患者の入院が行われ、かかりつけ医で登録をしている医師がそのまま継続して治療を行う。スタッフは、完全プライマリ制をとり、退院前訪問やカンファレンス、ＴＶ会議など多職種が協働してケアを実践している。またレスパイト目的のための短期の入院も受け入れている。
　　今氏の救急センターにて
　「救命旧センターに福祉施設からの搬入が多くて困っている」

　講演の冒頭の氏の言葉である。救急入院患者の2/3は高齢者で、ベッドを占有している。今年半年間の八戸消防署管内の高齢施設からの救急搬送は４４１件。うち１９９件が市民病院へ運ばれている。また、退院に当たり、施設・入院などの「退院調整」が必要となり、今年担当者を置いたが、本来救命救急の部署に退院調整を置くことは適切なのか。
　市民病院の救命救急の原則は、「高齢者であっても助ける医療。後遺症を少なくすること」を目標としている。しかし、現状では多くの職員が疲弊し、センターはパンク寸前である。
高齢者に対しては、在宅でも、施設でも「アドバンスケアプランニング（ＡＣＰ）」を作成してほしいというのが医師の希望である。ＡＣＰとは、「将来の意思決定能力の低下に備えて、患者様やその後家族とケア全体の目標や具体的な治療・療養について話し合う過程（プロセス）である。このＡＣＰがはっきりしていないので、家族は「なにもしなくていい」のに救急車で搬送され、現場の医師との意思疎通が図れないことが多々ある。また、ＡＣＰは、「自らのヘルスケアをよりよく管理する」側面も持っているため元気な高齢者のうちに、各個人が作成しておいたほうがよい。そしてＡＣＰについての経過録等への記載を進めてほしい。
（考察）
高齢者は救急医療を受けることが出来ないのか？
施設は救急搬送をしてはいけないのか？
このような疑問が出てしまう今氏の講演であった。現場が疲弊しているのはわかる。しかし、高齢施設の医師の力量や環境面を考慮すると搬送もやむを得ないのが現状であるし、治そう、という努力のため疲弊しているのは施設も同様である。これをやめて、施設で看取るのか？では死亡診断書はどうするのだ、いろいろ疑問や悩みが湧き上がってくる。
急変時の対応については、事前に家族へ確認はしているが、その時々で考えが変わるのも事実である。
ＡＣＰを作成しておいたほうがよいのは理解できるが、急変の状況次第では家族の願いも変わるのではないだろうか。
総合病院だけではなく、開業医や施設の医師たちとの、医師間の連携が最も重要で問題なのではないか。午後のランチョンセミナーでは、開業医と総合病院の連携が上手くいき、病気の管理がスムーズに行く事例も増えている。急変時の救命の現場との平時の医療福祉との連携だけが上手くいかないのであろうか。
「病院と地域包括」というテーマだが、お互いが自身の主張だけをしていては連携は取れない。それぞれの主張を理解しつつ、共生のための相互理解、話し合い、新たな取り組み、柔軟な考え方や取り組みが必要なのかもしれない。
ランチョンセミナー：高齢者糖尿病における地域連携
　　座長：亀田邦彦氏（医療法人社団　さくらの木　岡三沢診療所　院長）
演者：工藤貴徳氏（八戸市立市民病院　内分泌糖尿病科・内科）
糖尿病治療のガイドラインが近年変更になり、血糖コントロールのカテゴリーⅠ.Ⅱ.Ⅲと分け、
ＨｂＡ1ｃの下限値が決められた。特に認知症高齢者の下限値が上がり、数値を下げすぎないような治療が行われている。このガイドラインを参考に血糖コントロールを行い、退院後の生活を見据えての治療を行っている。退院後必要であれば、訪問看護の導入も進め、薬物療法のフォローを行う。
合併症予防、特に腎疾患の予防にも力を入れ、特に「透析にならない為に」、医師・栄養士・認定ＮＳによる指導を行っている。ここで、地域連携が行われ、日常的な管理は開業医で行い、半年ごとの精査や透析予防指導を市民病院で行うのである。また、connect8へも参加し各症例へ対応している。
市民病院では薬物療法の調整・合併症検査・透析予防指導、開業医では日常的な管理、と役割りを決め地域連携を行っている。
（考察）
糖尿病の血糖コントロールや薬剤の調整は難しい。最近の薬を使いたいのはわかるのだが、体調の変化やコントロール不良になった時に調整するのが難しい薬でもある。しかし、総合病院の役割と開業医の役割を決め、上手く連携がなされていると感じた。こういった地域連携に「施設」も参加し連携できれば、他科受診も減るのだろうか。

講演　：地域連携で取り組む摂食嚥下
　座長：宮川聡文（医療法人あおもりデンタルケア　理事長）

　講師：一瀬浩隆氏（ＮＰＯ法人口から食べる幸せを守る会　理事）
　一瀬氏は、歯科医としての一般の歯科での勤務経験を経て、東日本大震災の際歯科医の療養支援に携わる。その後、岩手県で歯科医として勤務する傍ら、東名厚木病院の摂食嚥下認定ＮＳに技術を学ぶ。その後も気仙沼市で勤務し、「口から食べる」ことにこだわり、肺炎や脳卒中等の脳疾患後の胃瘻や経鼻経管栄養などを選択せず、食べられるようになるための口腔ケアの技術や、嚥下の評価・検査の実施。食事介助の技術などスタッフ教育をはじめとする医療を実施。現在は、愛知県豊橋市で訪問診療のみの歯科を開業している。
　検査の実際や、食事を進めていく実際を動画を使いわかりやすく講演。
　自分が診ていた患者が入院等したら、その病院へも出向き口腔ケアや診療方針などのカンファレンス等に参加し、経口摂取の継続に力を尽くしている。
　標題である「地域連携で取り組む摂食嚥下」、これの実践には単職種だけでの対応は困難である。また、資源も乏しい。実践のためには病院や職種の枠に縛られないフットワークが必要である。

　（考察）
　誤嚥性肺炎を起こした後は経管栄養になることもやむを得ない、それしか方法はないと考えていた。しかし、経管栄養で生きながらえることがよいことではない、とも考えていた。
　口から食べることは重要だが、これを継続していくには、マンパワーもスキルも必要である。それを実践している一瀬氏の情熱や行動力は見習う部分もあると考える。
　食べるための要素（１３項目）。口腔内だけではなく、全身を診て、評価することが重要。特に多職種が関わっていく場合には、多くの情報が必要で、それを精査し、評価し、アセスメントすることが需要でもある。
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